
（別紙１）仕様書

１ 主催 静岡県

２ 対象者 県内在住者

３ 業務概要

（１）趣旨

悩みを抱えていても誰にも相談できず、抱え込み続けてしまうことで、うつ病等を発症

し、自ら命を落としてしまうおそれがある。

自殺を未然に防ぐために、日頃から、家族、友人、職場の同僚等周囲の人が、悩んでい

る人のSOSのサインに早期に気づき、声をかけ、話を聴き、必要な支援につなげ、見守る｢ゲ

ートキーパー｣としての役割を意識していただくことが重要である。

そこで、動画配信サイト上の動画広告を活用し、本県の自殺相談窓口である｢うちあけ

ダイヤル｣を周知する情報発信を行うとともに、特に自殺リスクが高まっていると考えら

れる10代の若者及び働き盛り世代と言われる中高年の方に対し、周囲の人がゲートキーパ

ーとしての役割を意識することを訴えかける動画を広報・周知し、当該世代の自殺リスク

の低減を目指す。

（２）動画広告について

・広告動画は、県が制作した動画（静岡県うちあけダイヤル啓発動画）を使用する。

・配信先は、TVer及びtiktokとする。ただし、他に効果的な広告媒体がある場合はこの限り

ではない。

・広告の合計表示回数は、TVerは20万回程度、tiktokは20万回程度とする。

・配信期間は、９月(自殺予防週間)、３月(自殺対策強化月間）を中心に配信する。

（３）デジタルサイネージ等を活用した動画の広報について

・県が制作した動画（静岡県うちあけダイヤル啓発動画及びゲートキーパー啓発動画）につ

いて、デジタルサイネージ等を活用した効果的な広報を行うものとする。

・デジタルサイネージ等は、公共施設や公共交通機関などで効果的に情報発信を行い、若者

や中高年の方など多くの方に視聴いただけるようなものとする。

（４）業務実施に当たっての留意事項

・業務の細部については、県と協議の上、決定すること。

・本事業の実施に係る全ての成果物の著作権は静岡県に帰属すること。

４ 再委託の制限等

（１）受託者は、本業務の全部を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

（２）受託者は、本業務の一部を第三者に委託することができる。この場合は、事前に静岡県

に対して書面にて、再委託の内容、再委託先（商号又は名称）、その他再委託先に対する



管理方法等必要事項を報告しなければならない。

５ 個人情報の取扱い

個人情報保護法及び静岡県個人情報保護条例、静岡県情報公開請求条例等の関係法令に基

づき、適切に取り扱わなければならない。

６ 本事業は厚生労働省の令和７年度「地域自殺対策強化交付金」を活用して実施する予定

であるため、次の点に留意すること。

（１）受託事業が契約期間内に完遂できること。

（２）事業の実施状況や実績について、国の会計検査の対象となること。

・総勘定元帳及び現金出納簿等の会計関係帳簿類を整備していること。

・労働者名簿、出勤簿及び賃金台帳等の労働関係帳簿類を整備していること。

７ 契約限度額

3,500,000円 上限（税込）

８ その他留意点等

（１）複数の企画提案は認めない。

（２）企画提案は、本事業の目的に沿うよう留意すること。

（３）企画提案に係る一切の経費（プレゼンテーションに係る経費を含む。）は提案者の負担

とする。

（４）企画提案は実施可能なものであり、原則として提案側で管理運営すること。

（５）契約により生じる著作権その他一切の権利は委託者に帰属する。

（６）契約候補者選定後、協議の上、契約を締結するが、選定された企画提案の内容は、契約

限度額の範囲内で修正をする場合がある。

（７）提出された企画提案書その他の書類は返却しない。

（８）業務遂行上必要な資機材及び材料は受託者が用意すること。

（９）業務遂行上必要な許可等の調整は受託者が行うこと。



（別紙２）応募について

（１） スケジュール ※応募者の状況により変更する場合がある。

（２）参加表明書、応募申込書、業務計画書、企画提案書及び見積書の提出方法

ア 参加表明書（様式第１号） ２部（正本１部、写し１部）

イ 応募申込書（様式第２号） ５部（正本１部、写し４部）

ウ 業務計画書（様式第３号） ５部（正本１部、写し４部）

エ 企画提案書（様式は任意） ５部

※大きさは日本産業規格Ａ４とする。日本産業規格Ａ３を用いる場合は、Ａ４に折り

たたむこと。企画提案書は正本及び写しは原則としてカラーとし、製本はステープ

ラ留めすること。

オ 見積書（様式は任意） ５部（正本１部、写し４部）

※あて名を静岡県知事とし、業務の名称の記載及び代表者の記名押印があるもの。

業務内容ごとに見積金額の内訳を記載すること。

なお、発行責任者及び担当者が記載されている場合は押印を省略できることとする。

カ 作成に用いる言語等 言語は日本語、通貨は日本円とする。

キ 企画提案書の無効 提出された書類について、この書面及び別添の書式に示された条

件に適合しない場合は、無効とすることがある。

（３）質疑と回答

質疑がある場合は、質問書（様式第４号）をメールにて送付すること。

県(障害福祉課精神保健福祉室)ホームペー

ジによる公告開始

令和７年６月16日（月）

質問書の受付期限 ６月24日（火）午後４時必着（メールのみ）

質問書の回答 ６月27日（金）までにメールで回答

参加表明書（２部）、応募申込書（５部）の

提出期限
６月27日（金）午後４時必着（郵送又は持参）

第１次審査（書類審査） ７月３日（木）不合格者のみに連絡

第２次審査（プレゼンテーション） ７月10日（木）詳細は別途通知

選考・採用業者の決定・選定結果の伝達 ７月15日（火）



（別紙３）選定について

（１）第１次審査（書類審査）

ア 審査方法 委員会事務局（障害福祉課）にて書類審査を行う。

イ 審査基準 要項、趣旨、形式等の項目を審査する。

ウ 結果通知

不合格と認められた場合のみ令和７年７月３日（木）までに結果を通知する。

（２）第２次審査（プレゼンテーション）

ア 審査日時 令和７年７月10日（木）

※１提案者あたりの所要時間は、説明15分以内、質疑応答約10分とする。

イ 審査場所 静岡市内

※集合時間等は、各応募者に別に連絡する。

ウ 審査方法

応募者によるプレゼンテーションを「令和７年度静岡県自殺対策Webメディア活用情報

発信事業委託先選定委員会」の委員４名が審査する。

エ 審査基準 別添｢第２次審査 審査表｣に基づき審査する。

（３）委託先候補者の選定

ア 第２次審査（プレゼンテーション）の合計点による順位のみではなく、委託先とし

ての適否に係る委員の意見交換を踏まえ、出席した委員の賛同をもって委託先候補を

決定する。

イ 選定結果は、全ての企画提案者に文書により通知する。



第２次審査 審査表

※各項目を５点又は 10 点満点で評価

項目 具体的な観点 評価点

１ 団体に関すること

・インターネット動画広告や啓発動

画広報等の実施実績があり、当該

業務を実施するノウハウを有して

いるか。

５・４・３・２・１

・事業実施に当たって管理運用がで

きる人員が確保されているか。
５・４・３・２・１

２ 業務内容に関する

こと

・インターネット動画広告や啓発動

画広報業務に対する考え方、重視

している点は適切か。

10・８・６・４・２

・独自工夫が効果的なものとなって

いるか。
５・４・３・２・１

３ 意欲や熱意に関す

ること

・業務の実施に対する意欲や熱意が

認められるか。
５・４・３・２・１

４ 収支計画に関する

こと

・見積書は適切に積算され、安定し

た業務運営を期待できるか。
５・４・３・２・１

５ その他
・持続可能な開発目標（SDGs）に資

する取組等を行っているか。
５・４・３・２・１

合計点（40 点満点）

評価点 採点基準

５又は 10 特に優れている（委託の趣旨以上の効果が期待でき、特に評価できる）

４又は８ 優れている（委託の趣旨以上の効果が期待できる）

３又は６ 普通（委託の趣旨に合致している）

２又は４ 劣る（委託の趣旨を一部満たしていない）

１又は２ 著しく劣る（委託の趣旨を満たしておらず、効果を期待できない）


